グローバルCSR の潮流 : 「サステナビリティによる価値創造」へ by 鈴木 均 et al.
21 世紀社会デザイン研究　2016　No.15
— 7 —
グローバル CSR の潮流 : 
「サステナビリティによる価値創造」へ
Global CSR Trends:  

































平行して欧州では 2001 年に EU 統合化戦略の一環として CSR 活動を政策面で後押
しする流れが生まれ世界にも影響を与えた。具体的には、2001 年 EU SDS（Sustainable 











バルコンパクト（2000 年）」 （3）や「組織の社会責任ガイダンス規格 ISO26000（2010
年）」 （4）、「OECD 多国籍企業行動指針（2011 年改訂）」 （5）がある。「国連グローバルコ
ンパクト」は、2000 年 7 月に当時のコフィー・アナン事務総長が提唱し、人権、労働、
環境、腐敗防止に関する 10 原則への支持と普及を求めている。「ISO26000」は、国際









「ILO 中核的労働基準 4 原則（結社の自由及び団体交渉権、強制労働の禁止、児童労働
の実効的な廃止、雇用及び職業における差別の排除）」 （6）と「国連ビジネスと人権に関


















ある。2014 年 6 月に、エクアドルと南アフリカから UNGP の国際的な条約締結による
法規制化へ向けた国連の作業部会の設置についての決議が出された。2015 年 7 月には、
国連人権理事会の作業部会において条約による法規制化を検討する作業が始まってお
り、その動向を注視する必要がある。また、2015 年 6 月にドイツのエルマウで開催さ













報開示のルールを定めたオランダの GRI（Global Reporting Initiative） （10）による「サ





























が策定された。米国企業が主導して策定した EICC（Electronic Industry Citizenship 


























Principles for Responsible Investment） （19）である。
エクエーター原則とは、民間金融機関が大規模な開発や建設のプロジェクトに融資
を実施する場合に、プロジェクトが自然環境や地域社会に与える影響に十分配慮して
実施されることを確認するための枠組みである。2003 年 6 月、国際金融公社（IFC）








資 SRI（Socially responsible investment）の動きが見られ始めた。SRI は古くは米国で
1920 年代、キリスト教会の資金を運用する際に、たばこ、アルコール、ギャンブルな
ど、その教義からは許容しがたい業種を投資対象から外したのが発端とされる。
代表的な SRI として 1999 年に始まり現在も継続している DJSI（ダウ・ジョーンズ・
サステナビリティ・インデックス）と 2001 年から継続している FTSE4Good がある。










達の評価基準として CSR に関連した要素を取り入れる傾向が 2000 年以降顕在化した。
2010 年代以降はその傾向が世界的に強まっている。
6．「サステナビリティ追及の価値創造」へ













国連では、2015 年 9 月に「持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development 
Goals） （21）」が採択された。2012 年 6 月の国連会議「リオ＋ 20」において合意され、17
の目標（図表参照）と 169 のターゲットから構成される。主に途上国の課題を対象と
していた「ミレニアム開発目標（MDGs：Millennium Development Goals） （22）、1990 年

















































目標 15. 陸 域生態系の保護・回復・持続可能な利用、森林の持続可能な管理、砂漠化への対処、
土地の劣化の阻止・防止、生物多様性の損失阻止







を投資の判断基準とする ESG 投資がメインストリーム化している。実際、ESG 投資
市場の世界規模は、GSIA（The Global Sustainable Investment Alliance） （23）によれば、




































2016 年 9 月時点で 213 の機関投資家が署名している。その中には政府（厚生労働省
所管）の年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）も含まれている。GPIF は、2015
年 9 月に国連責任投資原則（PRI）にも署名したことから、その運用委託先である国内
の金融機関などにも PRI への署名を求めるなど、我が国の ESG 投資の促進に影響を与





2015 年 6 月、持続可能な成長と中長期の企業価値向上に向けた「攻めのガバナンス」
を目的とする「コーポレートガバナンス・コード」 （27）が金融庁から公表された。これ
は、アベノミクス第 3 の矢の「成長戦略」として 2014 年 6 月に閣議決定された「日本


















































事業や製品・サービスへのニーズ等の探索も可能になる。米 IBM では、2008 年から
全世界から集めた社員をチーム編成で途上国に派遣し、NGO と共にプロボノによる社

































注 1：活動には、製品、サービス及びプロセスを含む  
注 2：関係とは組織の影響力の範囲内での活動を指す
（2） EU Strategy for sustainable development　http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/
TXT/?uri=URISERV:l28117
（3） http://ungcjn.org/gc/index.html
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